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高強度ハーフプレキャストRC梁の実験的研究

要　旨

　近年の鉄筋コンクリート（RC）造建物は、超高層化、架構計画の自由度拡大等ニーズが多様化して

いる。

　本研究では、高強度コンクリート（Fc = 60MPa、80MPa）および高強度鉄筋（主筋：SD490、横補強

筋：SD785）を使用したRC造梁部材の構造特性の把握および有孔梁の耐震性能の確認を目的とした曲

げせん断実験を実施した。また、超高層RC造建物の施工時における現場作業の低減および工期短縮な

どの施工性の向上を図るために、実験では、U字型断面のハーフプレキャスト（以下、PCaとする）工

法を考慮している。

　本報告では、実験結果から、実験変数であるコンクリート強度、開孔の有無及び製作方法（在来工

法及びPCa工法）が高強度RC造梁部材の構造特性に与える影響についての検討を行い、併せて部材設

計を適切に行うために実験値と各耐力計算値との適合性を確認した。

　*技術研究所　**建築設計部

　１．まえがき

　本研究は、R C 造建物への多様化するニーズに対応す

るため、高強度材料の使用、及び施工性の向上を図るた

めにハーフPCa工法を採用した梁部材の力学性状につい

て把握することを目的としている。

　本報では、縮小模型による曲げせん断実験を実施し、

その検討結果について報告する。

　２．試験体

　表－１、２に試験体一覧、使用した鉄筋の機械的性質

を示し、図－１に試験体形状を示す。試験体は超高層

R C 造建物の下層階の梁部材を対象としており、縮尺は

実大の約1 / 3 である。試験体数は全７体であり、実験パ

ラメータは、以下のものである。

１）コンクリート強度Fc　　Fc：設計基準強度

　（Fc = 60MPa、80MPa、以下Fc60、Fc80と略記する）

２）開孔の有無

３）製作方法（在来工法及びプレキャスト工法）

　試験体の設計はいずれも曲げ降伏先行型とした。

　梁断面はb×D = 220×380mmであり、せん断スパン比

M／(QD) は、2.15である。使用材料は、高強度コンク

リート （Fc60、Fc80）と高強度鉄筋（主筋SD490、横補

強筋SD785）の組み合わせであり、有孔梁試験体の開孔

補強金物には、高強度PC鋼棒（SBPD1275／1420）を用

いている。

　梁主筋量は、43階建て超高層RC造建物の設計結果か

ら比較的主筋量が多く、部材のせん断余裕度及び付着余

裕度が比較的小さい部材を対象とした。主筋は二段配筋
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表－１　試験体一覧

表－２　鉄筋の機械的性質

試験体名 G61 G62 G63 G64 G81 G82 G83

断面寸法 b×D = 220×380 mm

試験区間長 Lo = 1635 mm

縮尺 1/3.15

ｼｱｽﾊﾟﾝ比 M/(QD) = 2.15

60.8 61.0 69.1 69.7 77.0 76.5 79.4

－ － 68.4 69.1 － 86.6 87.5

10－D13　,　pt = 1.725  (%)　,　σy = 639.4  (MPa)

 5－D13　,　pt = 0.863   (%)　,　σy = 693.4  (MPa)

4－D6@80　,　pw = 0.720  (%)　,　σwy = 1109.3  (MPa)

2－D6@80　,　pw = 0.360  (%)　,　σwy = 1109.3  (MPa)

開孔の有無 無 有 無 有 無 無 有

開孔径  (mm) － 95 － 95 － － 95

孔
横補強筋 2-D6,2set 2-D6,2set 2-D6,2set

際
pwo1  (%) － 0.360 － 0.360 － － 0.360

補
wo1σy  (MPa) 1109.3 1109.3 1109.3

強 開孔補強金物 φ7.1,2set φ7.1,2set φ7.1,2set

筋 pwo2  (%) － 0.637 － 0.637 － － 0.637
C wo2σy  (MPa) 1445.0 1445.0 1445.0
範 pwo  (%) － 0.997 － 0.997 － － 0.997
囲

pwo・woσy － 13.20 － 13.20 － － 13.20

試験体製作方法 在来工法 在来工法 PCa工法 PCa工法 在来工法 PCa工法 PCa工法

Pwo1：横補強筋による開孔補強筋比 C=161mm

wo1σy：孔際横補強筋の降伏強度

Pwo2：開孔補強金物による開孔補強筋比

wo2σy：開孔補強金物の降伏強度

表中、C範囲の横補強筋は梁中央部の値。梁端部は4-D6, pwo1=0.720%, pwo=1.357%, pwo・woσy=17.19である。

主筋

横補強筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度
(MPa) 

(後打部)

(PCa部)

(端部)

(中央部)

(端部)

(中央部)

開

降伏強度 最大強度
鋼材種別 σy σu 破断伸び

(MPa) (MPa) (%)
D13 (SD490) 639.4 787.1 13.99
D6 (SD785)

1445.0＊ 1526.7 6.73φ7.1 (SBPD1275/1420)
1109.3＊ 1267.7 8.95

　＊は、0.2%オフセット法による強度
　主筋：D13、横補強筋：D6、開孔補強金物：φ7.1
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図－１　試験体形状

図－２　実験装置

図－３　加力サイクル

であり、引張鉄筋比ptは、 1.725%である（10－D13）。

なお、梁主筋の二段筋は梁スパンの中央部でカットオフ

している（梁端部から715mmの位置）。

　補強筋は、あばら筋及び中子筋ともにフラッシュバッ

ト溶接による閉鎖型を用いている。また、梁端部と中央

部で補強筋量を変化させており、梁端部から1.5Dの範囲

まで中子筋を有する配筋とし、それを越える梁中央部は

中子筋が無く、補強筋量は梁端部の1/2とした。

　有孔梁試験体の開孔は、いずれも孔数が３（孔径H =

95mm、H/D = 1/4）であり、梁端部から1.0Dの位置と梁

中央部に設けた。開孔補強金物は１つの開孔に対してそ

れぞれ２セットずつ梁側面の近傍に配置した。

　製作方法をPCaとした試験体は、PCa部分がＵ字型断

面であり、下端筋の一段目の主筋と横補強筋はPCa部分

にあらかじめ埋設して製作した。また、下端筋二段目の

主筋を配筋する際は、U 字型断面の底部上に配置する。

P C a 部分の長さは、試験区間長より片側1 0 m mずつ長

く、スタブ内部に埋め込むようにした。なお、PCa部内

面には、図－１のコッター寸法詳細に示すコッターを設

けている（深さ5mm、ピッチは横補強筋間隔）。

　いずれの試験体も、施工時にハーフPCaスラブを使用

することを想定しており、ほぼ上端筋一段目と二段目の

中間位置にモルタルバーを設置して、ハーフPCa板の使

用に伴う断面欠損を考慮した。

　試験体に使用したコンクリートの圧縮強度試験結果を

表－１に併せて示す。

　実験時におけるコンクリート圧縮強度σBは、 Fc60ク
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表－３　実験結果一覧

ラスがσB = 60.8～69.7MPa、 Fc80クラスがσB = 76.5～

87.5MPaであった。試験体のコンクリート打設は、試験

体を横にした状態で上端側から打設を行った。粗骨材

は、6号砕石を用いている。

　３．実験方法

　図－２、３に実験装置、加力サイクルを示す。

　実験装置は、上下スタブが平行を保持するようにパン

タグラフを設置した建研式逆対称加力装置を用いて行っ

た。加力は、試験体の水平方向に設置した両端にピン機

構を有する1000kN油圧ジャッキにより正負繰り返しの

載荷を行った。加力の制御は、上下スタブ間の相対変位

により行った。

　加力サイクルは、部材角R = 1/400 rad.で１回、その

後、R = 1/200、1/133、1/100、1/50、1/25 rad.で各２回ず

つ正負に繰り返すことを計画した。

　計測は、作用荷重、主要な位置の変形、鉄筋のひずみ

について行い、ひび割れ観察は目視により行った。

　４．実験結果

　４．１　破壊経過及び荷重変形関係

　表－３に実験結果一覧を示し、図－４、５に破壊状況

（R = 1/50 rad.　９サイクル終了時）、荷重変形関係を示

す。

　いずれの試験体も、R = 1/400 rad.のサイクルで曲げひ

び割れ、曲げせん断ひび割れが発生し、R = 1/133～1/100

r a d . のサイクルで梁端部にコンクリートの圧壊が生じ

図－４　破壊状況（R = 1/50 rad.）

た。主筋の降伏は、R = 1/100 rad.の１回目の繰り返しの

サイクルで一段目の主筋が引張降伏した。

　荷重変形関係についてみると、いずれの試験体もほぼ

同様な傾向を示し、ひび割れの進展に従って徐々に剛性

が低下し、R = 1/50 rad.に向かう一回目の繰り返しのサイ

クルで引張側主筋の一段目と二段目が引張降伏し、荷重

G61 G62 G63 G64 G81 G82 G83

発生現象 ｻｲ Q δ ｻｲ Q δ ｻｲ Q δ ｻｲ Q δ ｻｲ Q δ ｻｲ Q δ ｻｲ Q δ

ｸﾙ (kN) (mm) ｸﾙ (kN) (mm) ｸﾙ (kN) (mm) ｸﾙ (kN) (mm) ｸﾙ (kN) (mm) ｸﾙ (kN) (mm) ｸﾙ (kN) (mm)

最大耐力
正 10 334 64.8 10 336 63.8 10 331 65.4 10 330 64.9 10 335 62.4 10 330 64.9 10 331 65.5

負 10 -327 -64.7 10 -329 -64.9 10 -324 -65.5 10 -320 -59.5 10 -325 -64.8 10 -328 -64.7 10 -319 -64.5

曲げひび割れ
正 1 70 1.6 1 59 1.2 1 76 1.6 1 63 1.3 1 63 1.2 1 84 2.4 1 71 1.6

負 1 -47 -0.6 1 -53 -0.8 1 -55 -0.8 1 -41 -0.4 1 -42 -0.4 1 -71 -1.6 1 -52 -0.8

曲げせん断ひび割れ
正 1 104 3.1 1 110 4.1 1 107 3.2 1 109 4.1 1 102 3.2 1 111 4.1 1 109 3.8

負 1 -109 -3.4 1 -116 -3.8 1 -112 -3.6 1 -98 -2.8 1 -113 -3.6 1 -108 -3.5 1 -91 -2.9

せん断ひび割れ
正 2 164 7.4 1 87 2.4 2 171 8.1 1 81 2.0 2 168 7.9 2 141 6.9 1 91 2.8

負 2 -168 -8.1 1 -81 -2.0 2 -173 -8.3 1 -55 -0.8 2 -158 -6.8 2 -157 -7.4 1 -98 -3.3

主筋の付着ひび割れ 4 -165 -8.3 4 234 12.2 4 213 10.9 4 230 12.3 4 211 10.4 4 219 12.2 4 207 11.0

端部ｺﾝｸﾘｰﾄの圧壊
正 6 262 14.2 6 259 14.2 8 320 24.5 6 264 16.1 7 269 15.8 8 204 26.5 8 288 18.8

負 6 -240 -14.2 4 -219 -11.7 7 -216 -13.9 4 -200 -9.7 6 -223 -14.6 6 -182 -12.5 7 -225 -15.8

端部被りｺﾝｸﾘｰﾄの剥落
正 8 -119 -4.1 8 310 31.9 5 318 32.8 8 314 32.5 8 284 30.6 8 -204 -26.7 9 275 31.8

負 9 -307 -32.3 10 320 64.4 9 -283 -32.2 9 -244 -29.6 9 -246 -29.4 10 -171 -53.3 10 313 64.9

主筋の引張降伏 6 255 13.8 6 254 13.7 6 253 14.7 6 251 14.4 6 257 13.8 6 252 15.0 6 254 15.1

横補強筋の引張降伏 10 -260 -12.0 11 299 61.3 10 -199 -3.0 10 -315 -60.9 11 -289 -50.6 10 -271 -14.8 10 -318 -63.8

開孔補強金物の降伏 － － － － － － － － －

限界部材角時
正 10 334 64.8 10 334 64.7 10 331 65.4 10 330 64.9 10 334 64.8 10 330 64.9 10 331 65.5

負 10 -327 -64.7 10 -329 -64.9 10 -320 -65.5 10 -305 -64.0 10 -325 -64.8 10 -328 -64.7 10 -318 -65.4

　限界部材角は、包絡線上で最大耐力の80%を下回らない最大の変形角とした。
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はほぼ横這いとなったが安定した履歴特性を示した。そ

の後水平変位振幅の増大にともない、梁端部の圧壊の進

展によるコンクリートの剥落が顕著となったが、緩やか

に耐力が増加しR = 1/25 rad.の１回目の繰り返しのサイク

ルで正負ともに最大耐力に達した。

　有孔梁試験体G64は、R = 1/25 rad.の１回目の繰り返し

のサイクルの正加力側では、他の試験体と同様に安定し

た性状を示していたものの、負加力側ピーク付近（R  =

1/25.6 rad.）で梁中央部の開孔部近傍でせん断破壊を生じ

て耐力が低下した。最終的な破壊モードは、G64を除く

全ての試験体は曲げ破壊［F］型であった。

　いずれの有孔梁試験体も、開孔補強金物は最終時まで

降伏はみられず、梁端部から1.0D位置にある開孔部での

せん断破壊も生じなかった。また、PCaとした試験体は

後打ち部との大きなずれは確認できなかった。

　復元力特性は、いずれの試験体もR = 1/50 rad.のサイク

ルまでほぼ同様な履歴曲線となり、エネルギー吸収の

大きい高い変形能力を示した。

　４．２　包絡線

　図－６に荷重変形関係の包絡線の比較を示す。

　荷重変形関係における包絡線は、試験体のパラメー

タに関わらずどの試験体もほぼ同様な傾向を示し、曲

げ降伏先行の安定した変形性状を示した。

　コンクリート強度の違いによる包絡線への影響につ

いてみると、在来工法による無孔梁、PCa無孔梁及び

PCa有孔梁においても、最大耐力の顕著な差異は認めら

れず、ほぼ同様の傾向であった。

　PCa有孔梁G83についてみると、最終時（R = 1 /25

rad.）に至るまで、在来工法によるG81及びPCa無孔梁

G82とほぼ同様な包絡線となった。

　４．３　等価粘性減衰定数（he）

　等価粘性減衰定数heの推移を図－７に示す。なお、he

は、各水平変形レベルにおける正加力ピーク時の値を

示した。

図－５　荷重変形関係

図－６　包絡線の比較
ACI規準曲げ耐力式によるせん断力�

New・RC式によるせん断強度（Rp=1/25）�
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　いずれの試験体もheはほぼ同様に推移し、R = 1/100

rad.のサイクルまで若干の低下傾向を示した後、R = 1/25

rad .のサイクルまで水平変位振幅の増大にともない、he

は増加した。

　４．４　実験値と計算値の比較

　表－４に実験値と計算値の比較を示す。

　最大耐力実験値と計算値を比較すると、日本建築セン

ター曲げ耐力式に対する実験値／計算値は1.10～1.12で

あり、ACI規準による実験値／計算値は1.07～1.10であっ

た。曲げ耐力計算値は、どちらを用いて算出しても安全

側の評価となった。

　最大耐力実験値はいずれの試験体もR = 1/25 rad.時であ

り、New・RCせん断耐力式Qsu1による塑性回転角Rp = 1/

25時では計算上せん断破壊型であった。

　Fc60を用いた試験体の付着余裕度（付着強度τbu／設

計用付着強度τf）は、梁中央部が0.91～1 .01であった

が、いずれも最終的な破壊は梁中央部での付着割裂破壊

とはならなかった。

　４．５　主筋のひずみ分布

　図－８に上端筋一段目の主筋のひずみ分布を示す。

（R = 1/50 rad.の１回目の繰り返しの正加力側ピーク時）

　コンクリート強度、試験体形状の違い及び開孔の有無

による顕著な差異はほとんどみられず、いずれの試験体

もほぼ同様な傾向を示した。

図－８　主筋のひずみ分布

表－４　実験値と計算値の比較

図－７　等価粘性減衰定数の推移

　荷重変形関係において荷重がほぼ横這いとなったR =

 1/50 rad.のサイクルでは、危険断面位置の引張主筋のひ

ずみが大きく進展し、降伏ひずみに達している。

　二段目の梁主筋のカットオフにより梁中央部の主筋

量が梁端部の1 / 2となる本試験体の場合、一段筋のひず

みは梁端部に向かい直線的に大きくならずに、梁中央

部でひずみがやや大きくなる性状を示し、カットオフ

各水平変形レベルにおける正加力時の値
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図－９　曲率分布

による影響が認められた。

　４．６　曲率分布

　図－９に曲率分布を示す。（各水平変形レベル１回目

の繰り返しの正加力ピーク時）

　曲率分布も主筋のひずみ分布と同様に、試験体のパラ

メータに関わらず、どの試験体もほぼ同じ傾向を示し

た。

　主筋のひずみ分布及び曲率分布から本試験体における

ヒンジ領域はほぼ0.5Dであると考えられる。

　４．７　鉛直接合部のずれ

　図－１０に、PCa試験体の梁端部鉛直接合部における

ずれ変位部材角関係を示す。（各水平変形レベル１回目

の繰り返しの正加力ピーク時）

　いずれの試験体も水平変位振幅の増大にともない鉛直

ずれ変位は増加し、開孔の有無による顕著な差はみられ

ない。

　R = 1/25 rad.時についてみると、ずれ変位量が最大で

あったPCa有孔梁G83は、ずれ変位量の相対変形に対す

る割合は約2.3%でわずかであり、地震応答に対する影響

は小さいものと考えられる。

　実験時の観察から、いずれのPCa試験体も梁端部PCa

部での鉛直ずれによって最終破壊には至らず、また、在

来工法の試験体と比較して梁端部破壊の進展状況に差異

は認められなかった。

　５．まとめ

　高強度コンクリート（Fc = 60、80MPa）と高強度鉄筋

（主筋SD490、横補強筋SD785）を使用した梁部材の曲

げせん断実験から以下の知見が得られた。

（１）荷重変形関係は、コンクリート強度、PCa工法採

用の有無及び開孔の有無に関わらず、どの試験体もほ

ぼ同様であり、曲げ降伏先行型の変形能力に富むもの

であった。

（２）曲げ耐力計算値は、日本建築センター式及びACI

規準式のいずれの式においても最大耐力を安全側に評

価できた。

（３）本PCa工法では、高強度コンクリートFc80までは

在来工法と同等の構造特性を確保できる。

　参考文献

１）日本建築センター：建築物の構造規定、pp . 3 3 3～

334、1997

２）American Concrete Institute：Building Code Requirements

for Reinforced Concrete（ACI 318-83）

３）（財）国土開発技術研究センター：鉄筋コンク

リート造構造物の超軽量・超高層化技術の開発報告

書、平成５年度

４）建築技術No.331、pp.93～101、1979

図－１０　ずれ変位部材角関係

計測位置�

＋P

＋P
δ�V

（mm）�


